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大規模計算環境における分散協調型負荷分散手法

村 田 善 智†1 稲 葉 勉†3

滝 沢 寛 之†1 小 林 広 明†2

ネットワーク上に存在する多数の遊休計算資源の処理能力を集約し，大規模計算に利用しようとい
う研究が数多く行われている．これら遊休計算資源を利用した分散計算環境では，計算資源が提供す
る処理能力が動的に変動するため，不適切な負荷の割当てによる計算時間の増加が発生する．そのた
め，非常に多くの計算資源の負荷状況を監視し，適切な量の計算負荷を各計算資源に割り当てる動的
負荷分散手法の確立が求められている．本研究では，このような動的負荷分散手法として，分散協調
型のスケジューリング機構を用いた動的負荷分散手法を提案する．提案手法では，単一のサーバが行っ
ていた負荷分散処理を並列化し，各計算資源で分散して処理する．分散計算に参加する計算資源が負
荷分散の処理も同時に行うため，従来手法に比べ高いスケーラビリティを実現する．多数の計算資源
を利用した分散計算環境をシミュレータを用いて実現し，提案手法と従来手法の動的負荷分散性能の
比較評価を行った．その結果，従来手法では計算資源の台数増加により動的負荷分散が有効に機能し
なくなったのに対し，提案手法では計算資源の台数に依存せずつねに動的負荷変動に対して有効な負
荷分散を実現することが示された．

A Distributed and Cooperative Load Balancing Method
for Large-scale Computing Environments

Yoshitomo Murata,†1 Tsutomu Inaba,†3 Hiroyuki Takizawa†1

and Hiroaki Kobayashi†2

There are many studies that aggregate idle computing resources connected to networks
and exploit their computing power for large-scale distributed computing. In a distributed
computing environment with idle computing resources, the computing power devoted by each
peer is likely to dynamically change during the computation, and causes load-imbalance that
increases the execution time. Therefore, dynamic load balancing by monitoring the load of
each peer and appropriately reassigning tasks is required. In this paper, we propose a dis-
tributed and cooperative dynamic load balancing method to achieve an appropriate dynamic
load balancing among a huge number of peers. The proposed mechanism parallelizes and
assigns load balancing processes to all available peers, though the conventional one usually
assumes the processes are performed by a single concentrative server. Since each computing
resource participating in the distributed computing simultaneously performs both computing
and load balancing, the proposed mechanism can achieve higher scalability than the conven-
tional ones. We simulate a distributed computing environment consisting of many peers, and
evaluate the dynamic load balancing performance of the proposed mechanism in comparison
with that of the conventional ones. The evaluation results indicate that the proposed mecha-
nism can effectively perform dynamic load balancing irrespective of the number of peers, and
can accelerate the distributed computing.

1. は じ め に

計算機技術の発達により，一般家庭への高性能計算
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機と高速ネットワークの普及が進んでいる．しかし一

般ユーザの多くは，計算機を文章作成ソフトやメール

ソフトの利用あるいはwebの閲覧などにしか利用して

いない．そのため，高性能な計算機や高速ネットワー

クなどの資源は一部しか利用されておらず，大部分が

遊休状態となっている．そこで，これらの遊休状態に

ある計算機の処理能力を利用して並列アプリケーショ

ンを実行し，大規模計算を実現しようという試みが行

われている．このような形の大規模分散計算として，
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一般ユーザが持つ計算資源を利用するボランティアコ

ンピューティングや，組織内の遊休計算資源を利用す

るデスクトップグリッドなどが提案されており，新た

なコンピューティング形態として期待されている4)．

実際，SETI@home 3)や distributed.net 11)などの代

表的なボランティアコンピューティングプロジェクト

では，インターネットを介して数万台以上の遊休計算

資源を集約し，数十 TFlopsを超える処理性能を実現

している．

上記のような大規模分散計算環境は，複数の異なる

アーキテクチャの計算資源により構成され，多くの利

用者により共有される．また，予測不可能な負荷変動

の発生によって，計算資源が分散計算に提供できる処

理能力は大きく変動する．このような環境で分散計

算を効率良く実行するためには，計算機やネットワー

クの負荷変動を予測し，それらを考慮して個々のタス

クや並列アプリケーションを適切な計算機に割り付

けるスケジューリングが必要になる．このスケジュー

リングに関する問題についての様々な研究が行われ

ており9),10),13)，実際に大規模分散計算環境を構築す

るためのスケジューラの実装もいくつか行われてい

る2),6),12),14)–16),18)．

これらの大規模分散計算におけるスケジューリン

グ問題には 2つの側面がある8)．1つ目はジョブスケ

ジューリングと呼ばれる，計算資源の集約と確保に関

する問題である．ジョブスケジューリングでは複数の

ユーザからの並列アプリケーションの実行要求を受け

付ける．そして，ネットワーク上の様々な性能や特性

を持つ多くの計算資源の中から，各ユーザの並列アプ

リケーションを実行するのに適した計算資源を検索し，

計算資源の確保を行う13)．2つ目はタスクスケジュー

リング問題，あるいはアプリケーションスケジューリ

ング問題と呼ばれるものである．ここではジョブスケ

ジューリングによって確保した複数の計算資源に対し，

アプリケーションを適切に実行するようにタスク割当

てを決定する9),10)．

これまでに，多数の計算資源を対象とした様々な

ジョブスケジューリング手法が提案され，その有効性

が検証されている2),12),14),16),18)．一方，タスクスケ

ジューリングに関しても様々な研究6),9),10) が行われ

ているが，そのほとんどは少数の計算資源を利用する

場合しか対象としていない．そのため従来のタスクス

ケジューリング手法では，多数の計算資源を対象とし

た環境では期待どおりに機能しない．そこで本研究で

は，多数の計算資源を利用する大規模分散計算環境に

おいて有効に機能するタスクスケジューリングの手法

を提案する．

Casanovaらは文献 6)，9)，10)において，分散計

算環境におけるタスクスケジューリングについて述べ

ている．その中で分散計算環境における問題点として，

計算に利用する各計算資源が持つ処理能力の不均一性

と，計算資源の遊休・非遊休状態や分散計算に提供可

能な処理能力などがつねに変動することをあげた．そ

して，各計算資源の状態を監視し，発生した動的変動

に応じてスケジューリングを再度行うことで負荷分散

を行うことが有効であると述べた．

Casanovaらの手法では，専用のスケジューリング

サーバが計算資源の動的情報を一元的に取り扱う，マ

スタ–ワーカ型の集中管理モデルを用いている．しか

し，本論文で想定する大規模分散計算のように，広域

ネットワーク上での通信を必要とする多数の計算資源

を対象としたスケジューリングには，長い処理時間を

必要とする．また，従来用いられてきた集中型の手法

では負荷の集中や単一故障点の問題が生じてしまい，

適切なスケジューリングを行うことは困難である．す

なわち，彼らの手法では台数の限られた比較的小規模

な計算環境を想定しており，数千台以上の計算資源を

利用する大規模計算環境については考慮されていない．

本論文では，多数の計算資源で構成される分散計算

環境上での適切な動的負荷分散を実現するタスクスケ

ジューリング手法を提案する．提案手法では，計算資

源の動的情報の収集と動的負荷分散処理を並列分散化

し，処理を各計算資源上で独立して実行する．また計

算資源自身によって動的負荷変動の検出を行うことで，

動的負荷変動を引き金とするイベント駆動型の動的負

荷分散を実施する．そして，動的負荷分散に必要なタ

スクスケジューリング処理は分散計算に参加する計算

資源自身によって行われるため，多くの計算資源を利

用する環境での適切な動的負荷分散を実現することが

できる．

以下本論文では，大規分散計算環境における分散協

調型のタスクスケジューリングについて次の順序で議

論する．まず，2章では本論文で対象とするアプリケー

ションを示し，大規模分散環境でアプリケーションを

実行するためのスケジューリング問題について述べる．

3章で分散協調型の動的負荷分散について述べ，4章

で性能評価を行う．最後に，5章で本論文のまとめを

行う．

2. タスクスケジューリング

2.1 対象アプリケーション

本論文では，タスクスケジューリングの対象アプリ
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ケーションとして，きわめて並列度の高い（embar-

rassingly parallel）計算問題を用いる．これは，1つ

の並列アプリケーションが非常に多数の独立したタス

クによって構成される並列計算問題である．またタス

ク間に依存関係がないため各タスクを完全に独立して

処理することが可能であり，より多くの計算資源を用

いてタスクを同時に処理することで，並列アプリケー

ションの実行時間を短縮することができるという特徴

がある．このような特徴を持つ代表的なアプリケー

ションとしてパラメータスウィープ型並列アプリケー

ションがあり，各種シミュレーション解析やデータマ

イニング，画像処理などの分野で数多く利用されてい

る1),3),17)．

2.2 タスクスケジューリング問題

タスクを処理する計算資源の性能はそれぞれ異なる

ため，単位時間あたりに処理できるタスクの数は異な

る．そのため，各計算資源に均一にタスクを割り当て

ると計算資源ごとの計算時間にばらつきが生じ，全体

の計算時間は最も計算時間が長い計算資源に依存して

しまう．そこで各計算資源の計算時間が均一になるよ

うに，計算資源の処理能力に応じて割り当てるタスク

数を変化させることで，アプリケーションの実行を効

率化する．

本論文で扱うタスクスケジューリングの最終目標は，

すべての計算資源の計算時間を均一化することで，ア

プリケーションの実行時間を最短にすることである．

そのために，計算資源の計算能力が考慮されていない

不適切な負荷割当て状態を検出し，各計算資源の負荷

の均一化を実現する．

2.3 関 連 研 究

多数の計算資源を利用した分散計算を実現するため

のソフトウェアの実装がいくつか行われている．これ

らのソフトウェアで用いられているタスクスケジュー

リング手法は，大きく 2 つに分類することができる．

1つ目は，スーパコンピュータなどの専用並列計算機

で培われてきたタスクスケジューリング技術を応用し，

大規模環境下でのタスクスケジューリングを行う方法

である．この方式では，モニタリングによって計算資

源が持つ動的情報を収集し，タスクスケジューリング

を実施する．スケジューラが計算資源の動的負荷変動

を検出して適切な負荷分散を行うことで計算資源の利

用効率を高め，高い処理能力を実現する．一方で，ス

ケジューラが各計算資源の状態を監視しなければなら

ないため，管理できる計算資源の台数に制限がある．

このように実装されたソフトウェアの代表例として，

AppLeS 6) があげられる．

2つ目は，計算資源の動的情報を利用せずにタスク

スケジューリングを行う方法である．この方法では，動

的情報を利用する方式に比べ計算資源の利用効率は低

下するが，利用する計算資源の台数を増やすことで高

い処理能力を実現する．この代表例として，BOINC 2)

や JNGI 18)，P3 16) などがあげられる．

以下，それぞれの代表例であるAppLeSと BOINC

について説明する．

2.3.1 AppLeS

AppLeS（Application Level Scheduling）は代表的

なタスクスケジューラであり，計算資源の動的負荷情

報を考慮したタスクスケジューリングを実現する．こ

の AppLeSと Condor 15) などの資源集約機構を組み

合わせることで，十数台から 100台程度の遊休計算資

源を利用して分散計算を行うシステムを構築すること

ができる．

AppLeSではアプリケーションの処理を一定の時間

間隔で分割し，それぞれの間隔ごとでのタスクのスケ

ジューリングを行う．このようにAppLeSは，直前の

タスクの処理状況や計算資源の負荷変動などの情報を

利用して定期的に再スケジューリングを行い，計算資

源の処理能力に応じた最適なタスク割当て状態を実現

する．この方式では，サーバ一定時間ごとに計算資源

を監視し，すべての計算資源の情報を一元的に管理す

ることで，タスクスケジューリングを効率的に行うこ

とができる．

その一方，文献 6)ではAppLeSのタスクスケジュー

リングについての問題点がいくつか指摘されている．

1つ目の問題点は，AppLeSの再スケジューリングの

間隔に関するものである．AppLeSでは一定時間ごと

に各計算資源のモニタリング情報を収集し，計算資

源間で負荷に偏りがないか調べる．したがって，計算

資源の動的負荷変動による負荷の偏りの発生に対し，

AppLeSのタスクスケジューリングがどの程度適切に

再スケジューリングできるかは，この再スケジューリ

ングの間隔に大きく依存する．計算資源どうしの負荷

の比較を短時間で繰り返し行うことで，計算資源の動

的負荷変動をすばやく検出し，適切なアプリケーショ

ン実行状態を維持することができる．しかしこの間

隔を短くするほど，スケジューリングサーバには大き

な処理負荷が生じる．さらに，計算資源での負荷変動

の有無にかかわらず，つねに計算資源の動的情報を収

集しているため，ネットワーク上に大量の無駄なトラ

フィックを発生させることになる．また，計算資源の

台数に応じたモニタリングコストが必要となるため，

実現可能な再スケジューリング間隔の最短時間はモニ
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タリングコストによって制約される．スケジューリン

グサーバにおける処理負荷と負荷変動への即応性との

トレードオフから，AppLeSでは適切な再スケジュー

リング間隔の設定方法が大きな課題となっている．

2つ目の問題に，計算資源の増加によりモニタリン

グに要するコストの増大が発生することがあげられる．

AppLeS では NWS 19) を利用した計算資源のモニタ

リング情報の収集や，負荷変動の統計的な予測を行っ

ている．しかし対象となる計算資源が多くなれば，そ

のモニタリング情報をサーバへ集約するための時間も

増大する．モニタリング情報を集約するのに要する時

間分だけ，その時刻における計算資源の状態とモニタ

リング情報に相違が生じるため，その計算資源の動的

情報の精度は低下する．このような間違った情報に基

づいてスケジューリングを実施すると，逆に計算資源

間での負荷の偏りが発生しまうことになり，処理時間

の増大につながる．

2.3.2 BOINC

BOINC は，SETI@home 3) や distributed.net 11)

などで用いられている分散計算プラットフォーム

である．BOINC ではタスクスケジューリングに

WorkQueueモデルを用いている．すべてのタスクは

サーバによって一元的に管理されており，遊休状態に

ある計算資源は，サーバよりタスクをダウンロードし，

余剰計算能力を用いてタスクを処理する．そして，計

算資源は処理結果をサーバへとアップロードするとと

もに，必要に応じて新たなタスクをダウンロードする．

この方式では，処理速度の速い計算資源ほど短時間で

タスクの処理が完了するため，タスクのダウンロード

と処理および処理結果の返却を頻繁に行うことになる．

その結果，高性能な計算資源ほどより多くのタスクが

割り当てられることになり，計算資源の性能に応じた

適切な負荷分散を実現することができる．また，サー

バはタスクの分配と回収のみを行えばよいため，サー

バにかかる処理負荷を低く抑えることができる．

しかしWorkQueueモデルによるタスク割当て方式

では，スケジューラがタスクを適切な計算資源に割り

当てることを保障することができない．たとえば，性

能の高い計算資源と性能の低い計算資源の 2台を利用

して分散計算をすることを考える．1つのタスクをこ

れら 2台の計算資源のどちらかに割り当てることを考

えたとき，通常は性能の高い計算資源へタスクを割り

当てる．しかしWorkQueueモデルによるタスクの割

当てを行う場合，2台の計算資源の性能によらず，サー

バへ先にタスクを要求した計算資源に対し，処理が割

り振られることになる．そのため，性能の低い計算資

源の方が先にタスクを要求してしまうと，スケジュー

ラは性能の低い計算資源へタスクを割り当ててしまい，

アプリケーションの実行性能は低くなる．また，タス

ク割当てを実施するための引き金は計算資源が持って

おり，サーバが特定の計算資源に意図的にタスクを割

り当てることができないという問題がある．そのため，

たとえネットワーク上に遊休計算資源が存在していた

としても，その計算資源自らがサーバからタスクをダ

ウンロードしない限り余剰計算能力を利用することが

できない．

2.4 既存手法の問題点

計算資源に動的負荷変動が生じる環境上での並列・

分散計算において，計算資源の性能に応じて動的に負

荷を移動させることが有効であることはすでに明らか

にされている．しかし，管理するべき計算資源が多く

なるほど，各計算資源の性能の調査および負荷の比較

には多大なコストが必要となり，動的負荷変動を考慮

した負荷分散の実施が現実的ではなくなる．その結果，

既存のタスクスケジューリングでは，動的負荷分散に

よる計算資源の利用効率と，同時に利用できる計算資

源の台数とのトレードオフが存在している．この問題

に対し，本論文では動的負荷分散を実現するための計

算資源の動的負荷変動の検出処理，およびタスクの再

割当て処理を分散化することで，計算資源の高い利用

効率を実現しながら，1度に数多くの計算資源を利用

した分散計算を実現する．

3. 分散協調型スケジューリング

多数の計算資源が存在する分散計算環境では，1台

の管理サーバによってすべての計算資源を一元的に管

理することは現実的ではない．そこで提案する動的負

荷分散手法では，分散計算環境上の計算資源群をいく

つかの部分集合に分割する．そして，それぞれの部分

集合に属する計算資源間で計算負荷の比較とタスクの

移動を行い，局所的な負荷の均一化を実現する．また，

部分集合どうしでも負荷の比較とタスクの移動を行う

手段を提供し，最終的に分散計算環境全体での負荷の

均一化を実現する．ここで，各部分集合内における負

荷の均一化処理において，計算資源間での負荷の比較

および適切な移動タスク数の決定には，従来のタスク

スケジューリングアルゴリズムをそのまま用いること

が可能であるという特徴がある．

以下本章では，分散協調型スケジューリング機構に

よる動的負荷分散手法について説明する．まず分散協

調型スケジューラの基本構成と，タスクの管理方法を

示す．次いで，分散協調型スケジューラ上での動的負
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図 1 計算資源上のスケジューリングモジュールの構成
Fig. 1 Scheduling modules in a resource.

荷分散を実現する仕組みを示したのち，多数の計算資

源が存在する環境下で負荷分散を実現する仕組みにつ

いて述べる．なお以下の議論では，計算資源の発見や

集約などのジョブスケジューリングは Condorなどの

資源管理機構によって行われていることを前提として

いる．

3.1 分散協調型スケジューラの構成

従来の集中型のスケジューリング手法では，スケ

ジューリングを行う専用のサーバと，実際にタスクの

処理を行う多数の計算資源が，明確に区別されている．

そして処理したいタスクの保持や，計算資源へのタス

ク割当てなどは専用のスケジューリングサーバによっ

てのみ行われている．これに対し，提案する分散協調

型スケジューラでは専用のスケジューリングサーバは

存在せず，個々の計算資源がタスクの保持とタスクの

処理開始タイミングの管理を行う．本節では，これを

実現する分散協調型のスケジューリング機構について

説明する．

分散協調型のスケジューリング機構を構成するため

に，各計算資源内に図 1 に示すモジュール群を持たせ

る．各計算資源は OSが持つローカルスケジューラと

は別に，分散協調型スケジューリングを実現するため

の分散スケジューラモジュールを持つ．さらに，分散

スケジューラモジュールには並列アプリケーションの

タスクを保持するためのタスクキューが存在する．分

散スケジューラモジュールのタスクディスパッチャの

役割は，タスクキューの管理およびタスクへの CPU

時間の割当てである．分散スケジューラモジュールは，

タスクキュー内に未処理のタスクを保持するとともに，

計算資源の負荷状態を監視する．タスクディスパッチャ

は計算資源が遊休状態にあることを検出すると，タス

クキューから未処理のタスクを取り出して計算資源が

持つ余剰 CPU時間を割り当てる．

また，分散スケジューラモジュールは計算資源間で

の通信を実現する．ネットワークマネージャは，計算

資源間の通信を仲介し，アプリケーションを実行する

ための計算資源群のコミュニティを構成する．このコ

ミュニティは，計算資源どうしを論理リンクで接続し

た P2Pネットワークによって構成することで，高いス

ケーラビリティを実現する．分散スケジューラモジュー

ル間での通信はネットワークマネージャを介して行わ

れ，計算資源が持つ論理リンクの番号を使って通信相

手を指定する．このため，分散スケジューラモジュー

ルが直接通信することができるのは，論理リンクで接

続された隣接計算資源までである．

次に，実際の並列アプリケーションの実行の流れを

示す．まず，ユーザは解きたい問題をいくつかのタス

クへ分割し，それらを各計算資源のタスクキューへと

割り当てる．またタスク自体のデータだけではなく，

タスクの実行順序や依存情報などのタスクに付随する

スケジューリング情報も同時に転送する．計算が開始

されると，計算資源はまずタスクキューから未処理の

タスクを 1つ取り出し，自身の CPUを用いて処理を

開始する．タスクの処理が完了すると，そのタスクを

処理済みのタスクとして保存した後，タスクキューか

ら再び未処理のタスクを取り出し，処理を開始する．

また必要に応じて，CPUの負荷情報やタスクの処理

状況，タスク 1つを処理するのに必要な時間などの統

計情報の収集と記録を行う．

3.2 局所的なサブネットワークの形成

多数の計算資源が存在する環境での動的負荷分散を

実現するために，全計算資源をいくつかの部分集合に

分割する．各部分集合内では，1台の計算資源をマス

タとしたマスタ–ワーカ型の構造を持つサブネットワー

クを形成する．以下，図 2 に示す 4台の計算資源から

構成されるオーバレイネットワークを例に，サブネッ

トワークの形成方法について示す．計算資源 A，およ

び計算資源 A と論理リンクで接続されている計算資

源 B，Dによって構成される集合を，計算資源Aを中

心とする計算資源の部分集合とする．この計算資源 A

を中心とする部分集合は，図 3 (a)に示すように計算

資源 Aをマスタとし，計算資源 B，Dをワーカとし

たサブネットワークを形成する．同様に計算資源 B，

C，D を中心とする計算資源の部分集合はそれぞれ，

図 3 (b)，(c)，(d) に表されるサブネットワークを形

成する．

このとき，各計算資源には必ず自身を中心としたサ

ブネットワークが存在するとともに，ワーカとして他



Vol. 49 No. 3 大規模計算環境における分散協調型負荷分散手法 1219

図 2 P2P オーバレイネットワーク例
Fig. 2 An example of P2P overlay network.

図 3 サブネットワーク群
Fig. 3 Sub-overlay networks.

のサブネットワークへも所属することになる．このよ

うに，各計算資源は複数の部分集合に所属している．

このような計算資源の仲介により，計算資源の部分集

合間での負荷分散を実現する．

3.3 負荷不均衡状態の検出

計算資源は自分を中心とする計算資源の部分集合に

ついて，計算資源間で計算負荷に偏りがないか調べる

ことで，動的負荷分散を実施する必要があるかどうか

を判断する．従来手法では，タスクスケジューラとい

う第 3者によって計算資源に動的負荷変動が生じてい

るかどうかが評価されていた．それに対し提案手法で

は，計算資源自身によって動的負荷変動が生じたかど

うかの判断が行われる．これにより，動的負荷変動の

発生に応じて動的負荷分散を実施するという，イベン

ト駆動型の動的負荷分散を実現する．

計算資源間での負荷の偏りを評価する基準としては，

アプリケーションによって様々な基準を用いることが

できるが，ここでは一般的な基準であるmakespan（タ

スクの処理を開始してからすべてのタスクが終了する

までの時間）を用いて議論する21)．ある計算資源につ

いて着目したとき，その計算資源に割り当てられてい

るタスクがすべて処理されるまでの時間は，処理する

べきタスクが持つ総計算量と，計算資源が単位時間あ

たりで処理可能な計算量によって決定される．そこで，

各計算資源は自分自身の処理能力の情報や割り当てら

れているタスク数などのスケジューリングに必要な情

報を，論理リンクを介して隣接する計算資源に対しあ

らかじめ転送しておく．そして隣接計算資源からの情

報を受け取った計算資源は，その情報を自身のメモリ

上にキャッシュしておく．

図 2 の計算資源 Aを例に，負荷不均衡状態の検出

法を示す．まず，計算資源 A～Dが単位時間あたりに

処理可能な計算量は，動的負荷変動によってつねに変

化している．しかし，計算資源A上の分散スケジュー

ラモジュールは処理中のタスクを監視することで，つ

ねに最新の計算資源 A の処理能力の情報を取得する

ことができる．この最新の計算資源Aの処理能力情報

と未処理のタスク数の情報から，計算資源Aでのタス

ク処理がすべて完了するまでの時間を見積もることが

できる．また，計算資源Aにはあらかじめ隣接計算資

源 B，Dの処理能力，およびタスク数の情報がキャッ

シュされている．計算資源A上の分散スケジューラモ

ジュールはそれらのキャッシュされた情報を基に，計

算資源 B，Dですべてのタスク処理が完了するまでの

時間も同様に見積もることができる．3台の計算資源

間での負荷が均一であれば，予想処理終了時間はほぼ

同じになる．ここで，計算資源Aのみに動的負荷変動

が生じた場合を考えると，計算資源 A の予想処理終

了時間と計算資源 B，Dの予想処理終了時間には差が

生じる．もし，計算資源間での予想処理終了時間の差

があらかじめ決められた閾値を超えるような場合や，

タスクを計算資源間で移動させた方が全体の計算時間

が短縮できるような場合には，計算資源 A を中心と

するサブネットワーク内では負荷の不均衡が生じてい

ると判断する．サブネットワーク内で負荷の不均衡が

生じていると判断すると，次節で示す方法で計算資源

A はタスクの移動を行うとともに，計算資源 Aの最

新の処理能力の情報を計算資源 B，Dに転送する．

3.4 負荷の移動

計算資源が自分を中心としたサブネットワーク内で

負荷の不均衡が生じていると判断すると，その計算

資源は動的負荷分散の処理を開始する．ここで，サブ

ネットワークは動的負荷分散を実施しようとする計算

資源をマスタとしたマスタ–ワーカ型の構造を持って

いるため，従来の集中型の動的負荷分散手法と同一の

手順によって，計算資源間でタスクの再分配を行うこ

とができる．これによってサブネットワーク内での負

荷の均一化が実現される．
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次に，サブネットワーク間での負荷分散の仕組みに

ついて述べる．いま，図 3 (a)のサブネットワーク内

において，計算資源Aの負荷変動に起因した動的負荷

分散が行われたとする．この動的負荷分散処理によっ

て，計算資源Aだけではなく，計算資源 B，Dに割り

当てられているタスクの数もそれぞれ変化している．

このとき計算資源 B を中心とするサブネットワーク

（図 3 (b)）では，計算資源 Aと Bの予想処理完了時

間が変化しているが，計算資源 C の処理時間は変化

していない．その結果，前節で示した負荷不均衡状態

の検出機構によって，計算資源 B を中心とするサブ

ネットワーク内の計算資源間で動的負荷分散を行う必

要があると判断される．また，計算資源Dを中心とす

るサブネットワークについても同様に動的負荷分散を

行う必要があると判断される．このように計算資源間

でのタスクの移動を介して，ある計算資源で動的負荷

変動が発生したという情報がネットワーク間を伝播す

る．サブネットワーク内での動的負荷分散，およびサ

ブネットワーク間でのタスクの移動により，分散計算

環境全体での適切なタスクの割当て状態を実現する．

3.5 オーバレイネットワーク

各計算資源間を結ぶ通信リンクは，物理的なネット

ワークに制限されず，任意の計算資源間を論理リンク

で接続することができる．そのため，P2Pネットワー

クには様々なネットワークトポロジを考えることがで

きる．

ここで，各計算資源が持つ論理リンクの数と，動的

情報を利用した負荷分散の効率について考える．負荷

分散処理では，複数の計算資源の情報を収集し，それ

らを比較することで，負荷の偏りを検出する．そのた

め，計算資源が持つ論理リンク数を増やすと，1度に

多くの計算資源間で負荷の比較を行うことができ，負

荷分散が効率良く実施できる．しかし逆に論理リンク

を増やしすぎると，ネットワークの負荷が増大し，通

信性能を低下させる．そのため，負荷分散の効率と情

報収集にかかるコスト増大とのトレードオフから，適

切な論理リンク数を持つオーバレイネットワークを構

築する必要がある．

このような問題をふまえ，提案手法ではリング型の

トポロジを持つ P2Pネットワークを利用する．リン

グ型の論理ネットワークを用いることで，すべての計

算資源がつねに同数の通信リンクを持ち，なおかつす

べての計算資源が同等の関係となることを保証する．

また，提案手法の動的負荷分散によって，高負荷な計

算資源から低負荷な計算資源へと，リングネットワー

ク上を未処理のタスクが伝搬する．ただし，リング型

ネットワークでは，通信リンクで直接接続されない計

算資源に対し情報を転送するには，通信リンクで接続

されている計算資源を中継して情報を転送する必要

がある．そのため，計算資源の台数が増えると，前節

で示した動的負荷分散における未処理タスクが伝播

するホップ数が増大し，各計算資源に対するタスクの

割当てが適切な状態になるまでの収束時間が問題とな

る．本研究では，この問題の影響を低減させるために，

P2Pネットワークのトポロジとしてコーダルリング5)

を用いる．リング型のネットワークに対して，最長転

送路を短くするような，いくつかの冗長リンクを追加

する．冗長リンクを追加することで，より少ない伝播

ホップ数で負荷の偏りを計算資源全体へと伝えること

ができるため，最適な負荷状態への収束速度を向上さ

せることが期待できる．

4. 評 価 実 験

本章では，処理能力が動的に変動する多数の計算資

源による分散計算をシミュレートすることによって，

提案する動的負荷分散手法の大規模分散環境における

性能を評価する．

はじめに，大規模分散環境における動的負荷分散の有

効性を評価する．静的スケジューリング，WorkQueue

型，AppLeS，および提案手法を用いる場合の並列ア

プリケーションの実効性能を比較する．

次に，動的情報を利用する手法である提案手法と

AppLeSを，動的情報のモニタリングに要するコスト

に着目して比較する．多数の計算資源を利用する場合

の再スケジューリング間隔，および動的情報の精度の

問題について議論し，提案手法が AppLeS と比較し

て大規模環境でも動的負荷分散が有効に機能すること

を示す．また，提案手法によってタスクが適切に移動

していることを確認し，その結果として性能が向上し

ていることを明らかにする．

最後に提案手法のオーバレイネットワークに関し，

計算資源の持つリンク数と動的負荷分散の性能につい

ての評価を行う．

4.1 シミュレーションモデル

4.1.1 計算資源のモデル

ネットワーク上には様々な処理能力を持つ計算資源

が存在する．ここで，計算資源の処理能力を単位時間

あたりに処理可能な浮動小数点演算命令数で定義する．

また，計算資源が分散計算に提供可能な処理能力は動

的に変動すると仮定する．

まず，各計算資源の最大処理能力を Paranhos 17)ら

のモデルを用いて表す．Paranhosらのモデルに従え
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ば，最も遅い計算資源の処理能力を 1としたとき，ネッ

トワーク中には 1，2，4，8，16の処理能力を持つ計

算資源が混在することになる．

計算資源の動的負荷変動はランダムウォークモデル

を用いて表す24)．ある計算資源における負荷の時間変

動は次式によって表される．

xn = xn−1 + vn(0 ≤ xn ≤ 100) (1)

yn = xn + wn(0 ≤ yn ≤ 100) (2)

ここで，vn はランダムウォークモデルにおけるシス

テムノイズ，wn は観測ノイズである．システムノイ

ズ vn は計算資源に発生する負荷変動の大きさを表し

ており，vn が大きな値をとるほどその計算資源は性

能が短時間で大きく変化することを意味する．yn は

0から 100までの値をとり，計算資源が提供できる計

算能力の割合 (%)を表す．yn が 100であれば，その

計算資源は完全な遊休状態であり，CPUの全処理能

力を分散計算に提供することができる状態である．

4.1.2 アプリケーションモデル

評価にはマスタ–ワーカ型の並列アプリケーション

を用いる．マスタ–ワーカ型の並列アプリケーション

は多数のタスクにより構成される．タスク 1 つがど

の程度の計算量を持つかは，そのタスクを処理するた

めに必要な浮動小数点演算数で表現する．並列アプリ

ケーション全体の処理量は，タスク 1つあたりの計算

量と並列アプリケーションが持つタスク数の積によっ

て決定される．また，各タスクが持つ計算量はすべて

等しいものとする．

評価実験では，利用する計算資源の台数に比例して

並列アプリケーションが持つタスク数を変化させる．

すなわち，理想的な負荷分散が行われている場合には，

計算時間は計算資源の台数によらずに一定となる．

タスクを計算資源間で移動させるのに必要な時間

は，タスクの処理時間に比べて十分に短く，並列アプ

リケーションの実行には影響を与えないとものと仮定

する．

4.1.3 スケジューラのモデル

スケジューラと計算資源間で行われる 1回の応答を

1つのイベントとし，スケジューラごとに処理に必要

なイベントの回数で，スケジューリング処理に要する

処理負荷を定義する．また，スケジューラの処理能力

は，単位時間あたりに処理可能なイベント数で定義さ

れている．スケジューラに到達するイベント数が処理

能力を超えるとそのスケジューラは過負荷状態になり，

スケジューリング処理に遅延が生じるとする．過負荷

状態のスケジューラで発生する 1イベントあたりの処

理遅延は，スケジューラの単位時間あたりの処理能力

の逆数とする．

各スケジューリング手法に必要なイベント数を以下

のように定める．提案手法では，隣接計算資源の動的

情報の収集のために，リンク数に応じて 2 から 6 イ

ベント必要になる．また，計算資源間でタスクを移動

させるために，リンク数に応じて 2 から 6 イベント

必要になる．その結果，提案手法全体では最大 4 か

ら 12イベント必要とする．一方 AppLeSは，計算資

源 1台につき動的情報の収集と再スケジューリングの

ためにあわせて 2 イベント必要とし，利用する計算

資源の台数に応じて全イベント数は線形に増加する．

WorkQueueモデルでは，計算資源からの処理結果の

返却と新たなタスクの割当てのために処理にそれぞれ

1イベントが必要であるとする．

提案手法とAppLeSでは，並列アプリケーションの

実行を開始する前に，各計算資源への初期割当てタス

ク数を決定するための静的スケジューリングを行う．

この静的スケジューリングでは，スケジューラが各計

算資源の最大処理能力を調査し，その最大処理能力の

大きさにに比例した数のタスクを各計算資源に対し割

り当てる．本実験では，静的スケジューリングに必要

な処理時間は，AppLeSが動的負荷分散を 1回行うた

めに必要な処理時間と同じとし，利用する計算資源の

台数に比例して処理時間が増加するものと仮定する．

静的スケジューリングによって各計算資源に割り当て

る初期タスク数を決定した後，その情報に基づいて各

計算資源にタスクを転送する．これにより提案手法と

AppLeSの両手法では，すべてのタスクが各計算資源

に分配された状態から，並列アプリケーションの実行

を開始する．動的負荷分散による計算資源間でのタ

スクの移動を，集中型で行うか分散協調型で行うかと

いう点のみが両手法の相違点となる．また，各計算資

源へのタスク転送にはMulti-Round 7) の手法を用い，

タスク転送処理が並列アプリケーションの実効性能に

影響しないものとする．

最後に，分散協調型スケジューリングに用いるオー

バレイネットワークについて述べる．本評価実験では，

各計算資源が 2本の論理リンクを持つリング型オーバ

レイネットワークと，各計算資源が 3～6本の論理リン

クを持つ 4種類のコーダルリング型オーバレイネット

ワークを用いる．1つ目のコーダルリングは，リング型

ネットワークを基にして，各計算資源がリング上の最

も遠い位置にいる計算資源に対して，1本のショート

カットリンクを持つ構造である．2つ目のコーダルリ

ングは，リング型ネットワークを基にして，各計算資

源が最も遠い位置にいる計算資源までのホップ数が最
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表 1 シミュレーションパラメータ
Table 1 Simulation parameters.

パラメータ名 値
計算資源台数 16, 32, 64, 128, 256, 512, 1,024, 2,048, 4,096

計算資源の最大処理性能 100, 200, 400, 800, 1,600 [MFLOPS]

動的負荷変動の発生間隔 10 [s]

動的負荷変動 vn π2, π2/2, π2/3, π2/4, π2/5, π2/6

動的負荷変動 wn 1

アプリケーション 1 つ当たりのタスク数 160 – 40,960 [tasks]

タスク 1 つの当たりの浮動小数点演算数 1010, 1011, 1012 [命令 / task]

スケジューラの処理能力 50 [イベント/s]

小にするような 2台の計算資源へのショートカットリ

ンクを持つ構造である．以下同様に，リング型ネット

ワークを基に 3本のショートカットリンクを持つネッ

トワーク，リング型ネットワークを基に 4本のショー

トカットリンクを持つネットワークをそれぞれ用いる．

4.3節と 4.4節では，分散協調型スケジューラは冗長

リンクを 2本持ったコーダルリング型を用いた評価実

験の結果を示す．4.5節と 4.6節では，リング型およ

び 4種類のコーダルリング型のネットワークを用いた

評価実験の結果を示す．

4.2 評 価 方 法

実験に用いたシミュレーションパラメータを表 1 に

示す．

文献 6)，20)，22) などに代表される従来のタスク

スケジューリング手法では，多くても 100台程度の計

算資源を用いた性能評価しか行われていない．本実験

では最大で 4,096台の計算資源を利用した並列アプリ

ケーションの実行をシミュレートすることで，従来手

法では十分に評価されていなかった大規模計算環境下

での動的負荷分散手法の性能評価を行う．

本実験では，Intel Core2Duo 2.66GHzの実効性能

が約 1,600MFLOPSであることから23)，最も高速な

計算資源の処理性能を 1,600MFLOPS と設定する．

また Paranhosらのモデルに従い，最も高速な計算資

源の性能が最も低速な計算資源の性能の 16倍となる

よう各計算資源の最大処理性能を定め，評価実験に用

いる．

タスク 1 つあたりの計算量には複数の値を設定し，

粒度の異なる並列アプリケーションを実行したときの

性能変化を調べる．SETI@home 3)ではタスク 1つあ

たりの浮動小数点演算数は約 3.9 × 1012 命令である

ことから，粗粒度並列アプリケーションにおけるタス

ク 1つあたりの浮動小数点演算数として 1012 命令を

設定する．また細粒度並列アプリケーションとして，

タスク 1つあたりの浮動小数点演算数に 1010 命令と

1011 命令を設定する．

本実験では 1つの並列アプリケーションが持つ総タ

スク数が，利用する計算資源の台数の 10倍になるよ

うに設定する．

文献 4)では，CPUを 2基搭載するサーバマシンを

用いて，毎秒 100台の計算資源からの問合せに応答し

ている．このため，本評価実験では CPUを 1基搭載

した計算資源を想定し，毎秒 50回の問合せに応答可

能であると仮定する．本実験条件下における分散協調

型スケジューラと AppLeS の初期静的スケジューリ

ング，および AppLeS の 1 回の動的負荷分散処理を

行うために必要な時間を 4.1.3項のスケジューラのモ

デル定義を基に計算すると，計算資源の台数が 4,096

台の場合で約 164秒のスケジューリング時間が必要で

ある．

シミュレーションではまず，各計算資源の最大処理

能力と動的負荷変動のパターンをランダムに生成する．

負荷の変動しやすい計算資源と変動しにくい計算資源

を表す負荷変動のパターンを作るために，システムノ

イズ vn のみに異なる 6通りの値を設定する．そして，

生成した動的な性能変化のパターンを持つ計算資源を

利用して，各スケジューリング手法での分散計算の挙

動を評価する．以上の流れを 1回とし，パターンを替

えたシミュレーションを計 20回行う．性能評価には，

パターンごとに得られたアプリケーションの計算時間

を平均した値を用いる．ここで，並列アプリケーショ

ンの実行時間は，ユーザによって並列アプリケーショ

ンの実行が要求されてから，計算資源で処理されたタ

スクの結果がサーバへすべて返却されるまでの時間と

する．また，本実験では資源集約機構などによる計算

資源の収集に要する時間は無視できるものとし，ユー

ザからの実行要求が発生するとすぐにアプリケーショ

ンの処理が開始されると仮定する．なお，提案手法お

よび AppLeS における並列アプリケーションの実行

時間には，静的スケジューリングと各計算資源へのタ

スクの分配に必要な処理時間も含めるものとする．
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図 4 動的負荷分散の評価（タスクの計算量：1010 浮動小数点演算
命令）

Fig. 4 Effectiveness of dynamic load-balancing (Task size:

1010 floating-point instructions).

4.3 各負荷分散手法の性能比較

計算資源の実効性能が動的に変動する計算環境で，

各スケジューリング手法の負荷分散の性能を評価する．

また各手法の特性についてまとめ，提案手法の有効性

を明らかにする．本評価実験では，提案手法のトポロ

ジとして冗長リンクを 2 本持つコーダルリングを用

い，AppLeSの再スケジューリング間隔を 100秒と設

定した．

図4，図5，図6に提案手法，AppLeS，WorkQueue

型の各スケジューリング手法を用いたきの並列アプリ

ケーションの計算時間を示す．タスク 1つあたりの浮

動小数点演算数が図 4 では 1010 命令のとき，図 5 で

は 1011 命令のとき，図 6 では 1012 命令のときの結

果をそれぞれ示している．また，アプリケーション開

始時の静的スケジューリングのみを行い，動的負荷分

散を実施しなかった場合の計算時間も図 4，図 5，図 6

にあわせて示す．

図 4 の計算資源台数が 2,048台と 4,096台の場合を

除き，すべての実験条件で負荷分散を行わないときの

計算時間が最も長くなっている．これは，アプリケー

ション開始時の静的スケジューリングだけでは，負荷

変動によって各計算資源の実効性能と割り当てられて

いるタスク数との比例関係が崩れ，計算資源間で割り

当てられたすべてのタスクの処理が完了までの時間に

大きな差が生まれるためである．動的負荷分散を行わ

ない場合にはタスクを処理しない計算資源が発生し，

アプリケーション全体の実効性能が低下する．これに

対し提案手法，AppLeS，WorkQueue型の計算資源の

実効性能に応じて割り当てるタスク数を決定するスケ

ジューリング手法では，各計算資源でのタスクの処理

時間を均一化することができるため，アプリケーショ

図 5 動的負荷分散の評価（タスクの計算量：1011 浮動小数点演算
命令）

Fig. 5 Effectiveness of dynamic load-balancing (Task size:

1011 floating-point instructions).

図 6 動的負荷分散の評価（タスクの計算量：1012 浮動小数点演算
命令）

Fig. 6 Effectiveness of dynamic load-balancing (Task size:

1012 floating-point instructions).

ンを短時間で完了させることができている．

次にWorkQueue型の手法について見てみると，図 6

ではすべての計算資源台数で同じ計算時間を示してお

り，計算資源台数に比例した実効性能を実現している

ことが確認できる．同じく図 4，図 5 のWorkQueue

型の手法の結果を見てみると，図 4 では計算資源台数

が 128 台以下の場合，図 5 では計算資源台数が 256

台以下の場合で計算資源台数に比例した実効性能が

得られていることが確認できる．しかし図 4 の計算

資源台数が 256 台以上での部分と図 5 の計算資源台

数が 512 台以上での部分では，計算資源が増えるほ

どWorkQueue型の手法を用いたときの計算時間は増

大している．特に図 4 の計算資源台数が 2,048 台と

4,096台のときには，静的スケジューリングのみで動

的負荷分散を行わなかった場合よりも計算時間が長く

なる結果となった．図 4 や図 5 の結果のように，計
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算資源台数が多い領域でWorkQueue型の手法の実効

性能が低下してしまうのは，スケジューリングサーバ

による各計算資源へタスク分配処理が間に合わないた

めである．一方，図 6 は粗粒度並列の特徴を持つア

プリケーションを用いた実験結果であり，計算資源が

サーバへタスクを要求する頻度が低いため，より多く

の計算資源を利用した並列アプリケーションの実行が

可能になっている．文献 2)–4)でも示されているとお

り，WorkQueue型のタスクスケジューリングはタス

ク 1つの処理時間が長い粗粒度並列アプリケーション

を多数の計算資源を利用して処理する用途に適してい

るといえる．またWorkQueue型を用いて粒度の細か

い並列アプリケーションを実行する場合には，計算資

源の台数が増加したときのサーバへの負荷の集中が問

題となり，高い実効性能を実現できないことが明らか

になった．

AppLeSを用いた実験では，計算資源台数が 256台

以下のときには一定の計算時間でアプリケーションが

終了している．図 4，図 5，図 6 より，並列アプリケー

ションの粒度にかかわらず同様の傾向を確認すること

ができる．このことから AppLeSは，256台までの計

算資源を利用した並列アプリケーションの実行におい

て適切な動的負荷分散を実現し，計算資源の台数に応

じた性能向上を実現することが確認できる．しかし，

計算資源の台数が 512台以上になると動的情報の収集

と再スケジューリングのコストの増加により，台数が

少ないときと同じ性能を達成できないことが示された．

図 4，図 5，図 6 の実験結果では，提案手法を用い

たときのアプリケーションの計算時間は計算資源台数

によらずほぼ一定の値であり，並列アプリケーション

の粒度によらずに同様の傾向を示している．さらに，

AppLeSとは異なり，計算資源台数が一定以上になっ

ても動的負荷分散の性能低下が生じることはなく，よ

り多くの計算資源を効率的に利用した並列アプリケー

ションの実行が可能である．一方，計算資源の台数

が少ない場合，提案手法を用いたときの計算時間は，

AppLeSを用いたときの計算時間よりも数十秒から数

百秒ほど長い．この計算時間の差は，提案手法が完全

分散型の負荷分散を行うためのに発生するスケジュー

ラのオーバヘッドや，提案手法が局所的な負荷分散し

か行わないことによって生じる誤差によるものである．

しかし計算資源の台数が多い環境であれば，計算資

源台数を増やすことによって得られる台数効果でこの

オーバヘッドを打ち消すことができる．

以上の実験結果より，提案手法の大規模計算環境の

動的負荷分散における優位性が明らかになった．Ap-

pLeSの特徴は計算資源の動的情報を利用して動的負

荷分散を行うことで，実行効率の高い並列計算を実

現できることである．しかし AppLeS の動的負荷分

散手法では，利用する計算資源の台数に応じて負荷

分散のコストが増加する．そのため計算資源台数が

増加すると，動的情報を利用した動的負荷分散を行う

利点が，動的負荷分散のコストによって相殺されてし

まう．一方，WorkQueue型では実行する並列アプリ

ケーションのパラメータを適切に設定する必要がある．

並列アプリケーションのパラメータが適切でない場合，

WorkQueue型ではサーバの処理能力がボトルネック

となり，計算資源の台数が増加しても全体の性能が向

上しない．これらに対し，提案手法では負荷分散処理

を分散方式で行うため，計算資源の台数が増えても負

荷分散処理自体が全体の性能向上のボトルネックには

ならない．そのうえ，AppLeSと同様に，計算資源の

動的情報を利用した動的負荷分散を行うことが可能で

あり，分散計算の実行時間を並列アプリケーションの

粒度によらずに削減することが可能である．

4.4 動的情報を利用した動的負荷分散手法の評価

本節では計算資源の動的情報を利用した負荷手法で

ある提案手法と AppLeS の手法について，動的負荷

分散の性能を比較する．

図 7にAppLeSと提案手法を用いたときの並列アプ

リケーションの実行時間を示す．ここで，提案手法で

はオーバレイネットワークのトポロジとして冗長リン

クを 2本持つコーダルリングを用いている．図 7では，

タスク 1つあたりの計算量を 1011 命令としたときの

結果を示している．AppLeSの再スケジューリング間

隔は 100秒，500秒，1,500秒と設定している．一方，

提案手法では各計算資源が 1 つのタスクを処理する

たびに動的負荷分散を行うか判断するため，AppLeS

のような再スケジューリング間隔の設定を行う必要は

ない．

図 7 より，AppLeS では再スケジューリングの間

隔を短く設定するほど短時間で計算時間が終了し，再

スケジューリング間隔の増加とともに全体の処理性能

が低下することが分かる．これは，再スケジューリン

グ間隔が短いほど，計算資源の動的負荷変動による

負荷の偏りを素早く発見，均一化することができるた

めである．しかし，現実には間隔を短くするほど，ス

ケジューリングサーバにおける処理負荷が増大するた

め，設定可能なスケジューリング間隔は制限される．

また，計算資源の台数を増加させると，スケジューリ

ングサーバでの処理負荷増大と情報取得に要する時間

増大による精度低下によってアプリケーションの実行
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図 7 再スケジューリング間隔と負荷分散能力
Fig. 7 Effectiveness of load-balancing versus rescheduling

interval.

時間が大幅に増加し，動的負荷分散がうまく機能して

いないことが分かる．

一方提案手法では，計算資源の台数が増加しても計

算時間はほぼ一定である．今回の実験では 2本の冗長

リンクを持つコーダルリングを用いているため，提案

手法では論理リンクで接続された 4台の隣接計算資源

の情報のみを収集するだけで動的負荷分散を行うこと

ができ，計算資源の総数によって動的負荷分散処理自

体が影響されることがない．そのため提案手法では，

最短再スケジューリング間隔には計算資源の台数によ

る制限が生じないため，大規模計算環境において有効

に動的負荷分散が行えることが確認できる．

次に，再スケジューリングを行う間隔の決定の仕方

と動的負荷分散の性能に関して議論する．AppLeSで

は一定時間ごとに再スケジューリングを行っているた

め，適切な再スケジューリング間隔をどのようにして

決定するかが重要な問題とされている6)．一方提案手

法では，一定時間ごとに再スケジューリングを行うの

ではなく，計算資源の負荷変動を検出し，そのつど再

スケジューリングを行う．そのため，AppLeSのよう

に適切な再スケジューリング間隔をあらかじめ決めな

くても，分散協調型スケジューラによって適切なタイ

ミングで動的負荷分散処理が行われる．図 7 の実験結

果から，提案手法を用いたスケジューリングを行った

ときのアプリケーションの実行時間は，AppLeSの再

スケジューリング間隔を 100秒とした場合の実行時間

より長いが，再スケジューリング間隔を 500秒とした

場合の実行時間よりは短くなった．このことから提案

手法では再スケジューリング間隔に準最適値が自動的

に選択されていることが確認できる．よって，計算資

源の動的負荷変動を検出することを，再スケジューリ

図 8 相関係数の変化
Fig. 8 Changes in convergence.

ングの実施条件にすることは有効であるといえる．

以上のことから提案手法では，計算資源の台数と再

スケジューリング間隔のとり方に関係なく，つねに適

切な負荷分散が行えることが明らかになった．

4.5 動的負荷分散によるタスク移動の確認

本節では，各シミュレーション時刻における計算資

源の実効性能と，その計算資源に割り当てられている

タスク数との相関係数の時間変化により，動的負荷分

散処理が適切に行われていることを確認する．相関係

数を用いることで，実行する並列アプリケーションの

特性に依存せず，動的負荷分散によってタスクの移動

が適切に行われていることを定性的に評価することが

できる．高い処理能力を持つ計算資源に対し多くのタ

スクが割り当てられていれば，相関係数は 1 に漸近

する．

図 8 に分散協調型スケジューラと AppLeS を用い

て動的負荷分散を行ったときの相関係数の時間変化を

示す．また，動的負荷分散を行わなかったときの相関

係数の時間変化についても図 8 にあわせて示す．図 8

では，計算に用いた計算資源が 4,096台，タスク 1つ

あたりの浮動小数点演算数が 1011 命令のときの結果

を示している．AppLeSの再スケジューリング間隔は

100秒と設定した．

提案手法と AppLeS では計算資源の最大処理性能

に基づいて静的スケジューリングを行っており，各計

算資源の実効性能と静的スケジューリングによって割

り当てられたタスク数は必ずしも比例しないため，ア

プリケーション開始直後の相関係数が 1になるとは限

らない．アプリケーション開始直後の静的スケジュー

リングのみが行われた状態での相関係数は，図 8 から

わかるように約 0.5である．また，動的負荷分散を行

わない場合相関係数は時間が経過しても約 0.5で変化

していない．このことから本評価実験の条件下では，
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相関係数の値が 0.5に近いほど動的負荷分散処理によ

る計算資源間でのタスク移動が行われていないと判断

することができる．一方，分散協調型スケジューラと

AppLeSによる動的負荷分散を行うとことにより，相

関係数が 0.5から 1に漸近することが確認できる．こ

の相関係数の増加は計算資源間でタスクが移動するた

めに生じるものであり，動的負荷分散処理に起因する

計算資源間でのタスク移動が生じていることが確認で

きる．

図 8 からはまた，分散協調型スケジューラと Ap-

pLeSのそれぞれの相関係数の時間変化の仕方に特徴

があることが確認できる．AppLeSでは動的負荷分散

処理を 1回行うと，相関係数が瞬時に 1に近い値とな

る．しかしAppLeSの手法では一定期間は動的負荷分

散は行われないため，計算資源の動的負荷変動によっ

て相関係数が徐々に減少する．AppLeSを用いた場合

には，再スケジューリング間隔である 100 秒を周期

とする相関係数の増減が生じている．一方，分散協調

型スケジューラでは各計算資源が自律的に動的負荷変

動に応じた動的負荷分散を行う．提案する動的負荷分

散手法では局所的なタスク移動を繰り返し行うため，

AppLeSと比べて緩やかな相関係数の変化となる．分

散協調型スケジューリングにおいて計算資源が持つ論

理リンクによって，相関係数がどのように変化するか

を評価すると，計算資源が持つ論理リンク数が多いほ

ど相関係数が急激に変化していることが分かる．この

ことから計算資源 1 台が持つ論理リンク数が多いほ

ど，提案する動的負荷分散処理が迅速に行われること

が確認できる．

4.6 オーバレイネットワークトポロジの評価

本節では，分散協調型スケジューラのオーバレイネッ

トワークとしてコーダルリングを用いることの有効性

を評価する．また，各計算資源が持つ論理リンクの本

数が動的負荷分散の性能にどのように影響するかを議

論する．

各計算資源が持つ論理リンク数を変化させながら，

分散協調型の動的負荷分散処理を行ったときの並列ア

プリケーションの計算時間を図 9 に示す．図 9 では，

横軸に各計算資源が持つ論理リンクの本数をとり，縦

軸に計算時間をとっている．タスク 1つあたりの浮動

小数点演算数は 1011 命令とする．

図 9 より，計算資源が持つ論理リンクの本数が多い

ほどアプリケーションの計算時間が短くなるという結

果が得られた．また計算資源の台数が多いほど，論理

リンクの本数の増加による実行時間の短縮割合が大き

くなっている．これは，1)計算資源が持つ論理リンク

図 9 論理リンク数と計算時間
Fig. 9 Effectiveness of redundant links.

数が多いほど，1度の負荷分散処理でより多くの計算

資源間でタスクの計算時間を均一化することが可能な

ためであることと，2) 冗長リンクを持つことでオー

バレイネットワーク上での任意の計算資源間のネット

ワーク長が短くなり，全計算資源の計算時間が均一に

なるために必要になる負荷移動の回数が少なくすむた

めであると考えられる．このことから，提案手法では

計算資源が持つ論理リンク数を増やすことで，計算時

間の不均一状態をより短い時間で解消することができ

ることが確認できる．特に多くの計算資源を利用する

場合ほど，論理リンクの本数が動的負荷分散の性能に

対して大きな影響を与えることが示された．一方，図 9

において論理リンクが 2本から 3本になったときの計

算時間の短縮量に比べ，論理リンクが 5本から 6本に

なったときの計算時間の短縮量の方が小さい．この結

果から各計算資源が持つ論理リンク数をある一定数以

上に増やしても，動的負荷分散の性能にはほとんど影

響しないことが分かる．逆に論理リンク数を増やしす

ぎると，計算資源やネットワークに対し過剰な負荷の

発生を招き，アプリケーション全体の実効性能を低下

させる恐れがある．

以上の評価結果から，リンク数を増やすことによっ

て得られる動的負荷分散の収束時間の短縮と，計算資

源やネットワークに生じるオーバヘッドの増加とのト

レードオフにより，各計算資源が持つべき最適な論理

リンク数を決めることができる．本評価実験の条件下

では，各計算資源にたかだか 2本の冗長リンクを加え

るだけで負荷分散の収束時間を大幅に短縮することが

可能であり，集中型の動的負荷分散手法を用いた場合

と同等の計算時間を実現することができた．このこと

から分散協調型の動的負荷分散を行ううえで，計算資

源が複数の論理リンクを持つコーダルリング型のオー

バレイネットワークを利用することは有効な手段であ

る．また各計算資源が持つ論理リンク数が全計算資源



Vol. 49 No. 3 大規模計算環境における分散協調型負荷分散手法 1227

数と比べて非常に少数だとしても，動的負荷分散処理

をより効率的に実施することが可能であることが示さ

れた．

5. お わ り に

本論文では，大規模分散計算環境におけるタスクス

ケジューリングの問題について述べ，分散協調型の管

理機構を持つ動的負荷分散手法を提案した．これまで

大規模分散計算環境では，動的情報を利用することに

よる効率的な負荷分散と，利用する計算資源の台数の

増加がトレードオフの関係にあった．提案手法では負

荷分散処理を並列分散化し計算資源自体に負荷分散処

理をさせることを考え，1)分散計算環境上の計算資源

をいくつかの部分集合に分割し，部分集合内および部

分集合間の動的負荷分散を実施し，2)各計算資源が自

律的に動的負荷変動を検出し，イベント駆動型の動的

負荷分散を実施することで，大規模環境下での適切な

動的負荷分散を実現した．

評価実験では最大 4,096台の計算資源を用いた大規

模分散計算をシミュレートし，提案する動的負荷分散

手法の有効を評価した．その結果，動的負荷変動が存

在する大規模分散計算環境では，動的負荷分散を行う

ことで並列アプリケーションを短時間で計算可能であ

ることが示された．

動的負荷分散の実施方法として集中型のタスクスケ

ジューリングを用いた場合，計算資源の増加にともな

い動的負荷分散が効率的に行えなくなり，大規模環境

では集中型の手法では期待する性能を実現できなかっ

た．それに対し，提案手法では計算資源の台数が増加

しても動的負荷分散を効率的に実施することができた．

このことから，提案手法が大規模分散計算環境におけ

る動的負荷分散を実現する有効な手法であるといえる．

今後は提案した分散協調型のスケジューリング機構

を持つミドルウェアの実装を行う．そして，実装した

ミドルウェアを用いて実際に並列アプリケーションを

実行し，その有効性を評価する予定である．また，本

論文では，ネットワークがボトルネックにならないと

仮定して評価実験を行った．しかし実際の分散計算環

境では，計算資源どうしをつなぐネットワークの性能

がボトルネックになる可能性が高い．そのため，ネッ

トワークの性能を考慮して提案手法の評価を行い，そ

の問題点を明らかにする必要がある．そして最終的に，

ネットワーク性能を考慮したうえで動的負荷分散を行

う分散協調型のタスクスケジューラを用いた，高性能

な大規模分散計算を実現する．
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